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医療機関の名称 医療機関の所在地 指定年月日

か め お か 内 科 大洲市東大洲９８７番地１ 平成２９年１月１日

かめだ歯科クリニック 大洲市東若宮４番１ 平成２９年１月１日

粉川ファミリークリニック 南宇和郡愛南町城辺甲８６
番地 平成２９年１月１日

ひ ま わ り 歯 科 東温市志津川字万能甲１２
１９番１ 平成２９年１月１日

施 術 機 関 施 術 所 指 定

年 月 日氏 名 名 称 所 在 地

大 星 祐 介 大星マッサージ
治療院 伊予郡松前町大字浜８２０ 平成２９年

１月６日

梅 崎 泰 生
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

岡 本 誠 次
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

高 来 茂 輝
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

寺 谷 徹 也
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

二 宮 達 哉
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

二 宮 朋 子
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

松 本 祐 子
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李大洲喜多事業
所

大洲市新谷甲２４０ 平成２９年
２月１日

阿 蘇 義 昌
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李西条事業所

西条市安知生１０５ 平成２９年
２月１日

稲 見 旬 俊
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李西条事業所

西条市安知生１０５ 平成２９年
２月１日

国 田 剛 史
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李西条事業所

西条市安知生１０５ 平成２９年
２月１日

毎週（火・金）曜日発行 第２８５０号 平成２９年２月２１日

平成２９年２月２１日火曜日 第２８５０号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第１５６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１５８号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農業振興局農産園

芸課担い手・農地保全対策室において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

越 智 微 西条市飯岡２９７０ 西条市飯岡山元２８０２
－１ ９８４

越 智 壽 昭 西条市飯岡２２７３ 西条市飯岡山元３０７４
－１ほか１筆 １，１６２

２ 申請年月日

平成２９年２月９日
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�愛媛県告示第１５９号
平成２９年１月１３日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

農事組合法人増
穂生産組合

愛媛県宇和島市津島
町増穂丙４７２番地１

愛媛県宇和島市津島
町増穂乙１０９６ほか７
筆

８，８８５

２ 認可年月日

平成２９年２月１３日
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�愛媛県告示第１６０号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２９年２月２１日

�愛媛県告示第１５７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

田 辺 稔 樹
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李西条事業所

西条市安知生１０５ 平成２９年
２月１日

吉 岡 豊 則
株式会社山斗療
養マッサージ桃
李西条事業所

西条市安知生１０５ 平成２９年
２月１日

か め お か 内 科 大洲市東大洲９８７番地１ 平成２８年１２月３１日

かめだ歯科クリニック 大洲市東若宮４番１ 平成２８年１２月３１日

粉川ファミリークリニック 南宇和郡愛南町城辺甲８６
番地 平成２８年１２月３１日

ひ ま わ り 歯 科 東温市志津川字万能甲１２
１９番地１ 平成２８年１２月３１日

林整形外科クリニック 宇和島市新町二丁目１番
１号 平成２９年１月８日

福 田 医 院 大洲市肱川町山鳥坂７７ 平成２９年１月１８日

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社履継会 伊予郡砥部町高尾田８６６番地
７

訪問看護リハステーションＣ
ＯＲＥ

伊予郡砥部町高尾田８６６番地
７ 平成２８年１２月１日

医療法人沖縄徳洲会 沖縄県尻島郡八重瀬町字外間
８０番地

宇和島徳州会訪問看護ステー
ション 宇和島市住吉町２丁目６－２４ 平成２９年１月１日

一般財団法人積善会 新居浜市北新町１番５号 十全訪問看護リハステーショ
ンずっと 新居浜市北新町１番５号 平成２９年２月１日

医療機関の名称 医療機関の所在地 廃止年月日

福 島 胃 腸 科 外 科 宇和島市和霊元町三丁目
４番３号 平成２８年１２月１１日

愛 媛 県 報平成２９年２月２１日 第２８５０号

８２
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愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

今治市朝倉上甲１７３、甲１７４、甲３０５５、乙８９の１、乙８９の６、乙

８９の９から乙８９の１２まで、乙８９の１５、乙８９の１６、乙８９の１８から乙

８９の２１まで、乙８９の２５、乙７４５の１、乙７４９の２１、乙７４９の２２、乙

７６２の１、古谷乙５９の１、乙５９の１２、乙５９の９６から乙５９の９８まで、

乙６０の１、乙１４３の７、乙１４４の１から乙１４４の４まで、乙２４４の１、

乙２４４の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を愛媛県庁

及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６１号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町山財５４５５（次の図に示す部分に限る。）、５４

５８、５４６０、５４６２、５４６８、６２２８、６２３０、６２３２、津島町岩松乙１９４

の１、津島町近家乙３の１から乙３の６まで、乙５の４、乙５

の１１、乙５の２５

� 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町山財１９０から１９２まで、２０４、２１２から２１６まで、

２１８、２２０、２２１、２２３、２２９、７１０から７１３まで、７２１、７２２、７３３か

ら７４０まで、７６７、７６９、７７０、２９４７、２９４９、２９７２、２９７３、津島町

増穂丁６５４の１

� 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

３� 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町坪井字上シデノ谷４３３、津島町高田己２１の１、

己２１の３、己２１の５、己２１の８、己２２の１、己２２の２、己２２の

４から己２２の６まで、己２３の１、己２３の２、己２３の４から己２３

の６まで、己２３の８

� 保安林として指定された目的

土砂の崩壊の防備

� 変更後の指定施業要件

ア 立木の伐採の方法

変更しない。

イ 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び宇和島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１６２号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び保安林と

して指定された目的

平成１３年９月２５日愛媛県告示第１５７１号（４及び５に係るものに

限る。）

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１６３号
次のとおり落札者を決定した。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

一般県道岩城弓削線 岩城橋建設工
事（その１）

愛媛県土木部土木
管理局土木管理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２９年１月２３日

一般県道岩城弓削線
岩城橋建設工事（その
１） 鹿島・ＭＭＢ・
富士ピー・エス共同企
業体
東京都港区元赤坂一丁
目３番１号

５，３７８，４００，０００ 一般競争入札 平成２８年１１月１日

愛 媛 県 報平成２９年２月２１日 第２８５０号

８３
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�愛媛県告示第１６４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県四国中央保健所

及び四国中央市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供す

る。

平成２９年２月２１日

愛媛県四国中央保健所長 早 田 亮

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

リンテック株式会社

東京都板橋区本町２３番２３号

代表取締役 西尾 弘之

２ 事業場の名称及び所在地

リンテック株式会社三島工場

四国中央市三島紙屋町２番４６号

３ 特定施設に関する事項

� �１古紙パルパー

� �２古紙パルパー

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１浄水機

一般県道岩城弓削線 岩城橋建設工
事（その２）

愛媛県土木部土木
管理局土木管理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２９年１月２７日

一般県道岩城弓削線
岩城橋建設工事（その
２） 三井住友建設・
三井造船鉄構エンジニ
アリング・昭和コンク
リート工業共同企業体
愛媛県新居浜市磯浦町
１６番６号

４，８１５，７２０，０００ 一般競争入札 平成２８年１１月１日

設 置 年 月 日 平成２５年３月３１日

処 理 施 設 の 種 類 コロイドエアーセパレーター

処 理 施 設 の 型 式 加圧浮上

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第２３号イ 原料浸せき
施設

特 定 施 設 の 能 力 １バッチ当たり１，０００キログラム

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２９年８月２１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２９年１０月２３日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８５

最大 １０５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５０

最大 ３８０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３２

最大 ２６３

備考 水及び原料はすべてスクリュープレス及び抄紙工程に移送する。

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３２

最大 ２６２

備考 水及び原料はすべてスクリュープレス及び抄紙工程に移送する。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号）別表第１第２３号イ 原料浸せき
施設

特 定 施 設 の 能 力 １バッチ当たり１，０００キログラム

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２９年８月２１日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２９年１０月２３日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １６時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８５

最大 １０５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５０

最大 ３８０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

愛 媛 県 報平成２９年２月２１日 第２８５０号
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� �４浄水機

� �１排水処理機

設 置 年 月 日 平成２８年１月

処 理 施 設 の 種 類 加圧浮上

処 理 施 設 の 型 式 ＨＤＡＦ型

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．８メートル 高さ ４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧浮上処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ４．５～８．６

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９３

最大 １０４

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３６

最大 ３０２

通常 ３０

最大 ４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

通常 １４

最大 ２０

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ４．５～８．６

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９３

最大 １０３

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３６

最大 ２９９

通常 ３０

最大 ４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，３１０

最大 ４，９４０

通常 ４，２３５

最大 ４，８６５

設 置 年 月 日 平成８年２月２６日

処 理 施 設 の 種 類 コロイドエアーセパレーター

処 理 施 設 の 型 式 加圧浮上

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
幅３．９０８メートル
長さ１４．８４８メートル
高さ１．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６，５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧浮上処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 幅３．９メートル 長さ１４．５メートル
高さ１．６５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり６，５００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧浮上処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ４．５～８．６

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９３

最大 １０３

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３６

最大 ２９９

通常 ３０

最大 ４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，３１０

最大 ４，９４０

通常 ４，２３５

最大 ４，８６５
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� �２排水処理機

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１総排水口

�������
�愛媛県告示第１６５号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県四国中央保健所及び四国中央市役所において告示

の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２９年２月２１日

愛媛県四国中央保健所長 早 田 亮

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

リンテック株式会社

東京都板橋区本町２３番２３号

代表取締役 西尾 弘之

２ 事業場の名称及び所在地

リンテック株式会社三島工場

四国中央市三島紙屋町２番４６号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第２３

号イ、チ及び第６４の２号ロ

４ 変更しようとする事項の内容

排出水の汚染状態及び量の変更

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１総排水口（工場排水）
変更なし

備考 この他に、雨水排水口が１１箇所（今回１箇所新設する。）

ある。

�愛媛県告示第１６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．４～７．９

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １６，９５０

最大 １９，５８０

備考 この他に、雨水排水口が１１箇所ある。

設 置 年 月 日 平成２８年９月

処 理 施 設 の 種 類 加圧浮上

処 理 施 設 の 型 式 ＨＤＡＦ型

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径３．８メートル 高さ ４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 加圧浮上処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～７．８

最大 ４．５～８．６

通常 ６．８～７．８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９３

最大 １０４

通常 ３５

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３６

最大 ３０２

通常 ３０

最大 ４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４

最大 ２０

通常 １４

最大 ２０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，３１５

最大 ５，０００

通常 ４，２４０

最大 ４，９２５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

通常 ２

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，３１５

最大 ５，０００

通常 ４，２４０

最大 ４，９２５
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選挙管理委員会告示
�������

�愛媛県告示第１７０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松野町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２９年２月２１日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

�愛媛県選挙管理委員会告示第９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２９年２月２１日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

�愛媛県告示第１６９号
地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４

条第２項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第５条の規定（同法附則第１条第３号に掲げる改正規定に限る。）による改

正前の介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２９年２月２１日

愛媛県中予地方局長 藤 井 晃 一

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線 今治市宮窪町余所国２０８０番９ 平成２９年２月２１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 東予玉川線
今治市玉川町鈍川字上ヶ原戊４１７番５から

同字戊４１１番５まで
平成２９年２月２１日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社 キュート デイサービス未来まさき 愛媛県伊予郡松前町筒井３６１番１ 平成２９年１月１日 通所介護

株式会社 でい－Ｃ デイサービスセンター あ・ベンチ 愛媛県東温市下林字別府甲１９３９番３ 平成２９年１月２３日 通所介護

指定介護予防サービス事業者の
名 称 又 は 氏 名

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社 キュート デイサービス未来まさき 愛媛県伊予郡松前町筒井３６１番１ 平成２９年１月１日 介護予防通所介護

株式会社 でい－Ｃ デイサービスセンター あ・ベンチ 愛媛県東温市下林字別府甲１９３９番３ 平成２９年１月２３日 介護予防通所介護
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平成２９年２月２１日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８６，２５９

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，７２６

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４８，２８３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１７１ １４，７２４

南 宇 和 郡 １９，９２１ ６，６４１

松山市・上浮穴郡 ４３９，３６９ １３９，８９５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４３，８１９ ４７，９４０

宇和島市・北宇和郡 ８０，９９７ ２６，９９９

八幡浜市・西宇和郡 ３９，６８６ １３，２２９

新 居 浜 市 １０１，６２６ ３３，８７６

西 条 市 ９３，２０７ ３１，０６９

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５３，０２２ １７，６７４

伊 予 市 ３２，０２０ １０，６７４

四 国 中 央 市 ７５，６０２ ２５，２０１

西 予 市 ３４，５０３ １１，５０１

東 温 市 ２８，３１６ ９，４３９

平成２９年２月２１日 発行
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